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ｌはじめに
現行著作権法は①教科用図書等への掲載，②学校教育番組の放送・有線放
送，③学校教育機関における複製，④学識技能の理解度をチェックするため
の試験問題への利用を教育目的の利用として，公表された著作物を自由に利
用すること（自由利用）ができるとしている（33条～36条)。また，小・中
学校の義務教育を核とする学校教育は一定の基準にまで国民全体の知的レベ
ルを向上させるという，主権国家の義務であると同時に，一国の文化発展に
おいても重要な役割を果たすものである。このことは，著作権法１条が示す，
｢文化の発展に寄与する」という著作権法の理念にも相通じるものである。
メディアの普及・拡大やデジタル技術の発達は，教科書を読み覚える，と
1１６
いう単純な学習形態に変化を及ぼしている。印刷技術の発達は種々の学習機
会を与えるべき参考書や問題集を生み，通信技術の発達は遠隔地における学
習機会を増やしてきた。また，生徒の学習発表の機会を多様なものとしてき
た。これらは教育に限ることではないが，教育目的に著作物を利用する際の
（１）
形態|こも従来とは比べものにならない変化を及ぼしつつある。
（２）
本稿は，著作物の教科書へのｆＩ]用について教科書検定や高'１教材における裁
判例を参考にしながら，著作物利用者に課せられている通知義務と補償金支
払義務のあり方について何らかの示唆を与えようとするものである。
２利用形態
（１）教科書検定制度
学校教育法21条は，「小学校においては，文部科学大臣の検定を経た教科
用図書又は文部科学省が著作の名義を有する教科用図書を使用しなければな
（３）
らない」（小学校以外について(よ，４０条，５１条，５１条の９による21条の準用）
と教科書には検定済みのものしか認められていないため教科書検定制度は学
校教育において重要な役割を果たすものとなっている。
「教科書検定制度は，教科書の著作・編集を民間に委ねることにより，創
意工夫に期待するとともに，検定を行うことにより，適切な教科書を確保す
（４）(5)
ることをねらい｣とするものである｡その検定の手続'よ慨ね次の通りである。
民間の編集・著作に関わるものであることから,発行を望む者(申請者)が①
検定申請を行う。この検定申請に基づいて,文部科学大臣は,②教科書調査官
にその図書の調査を命じ,③教科用図書検定調査審議会に教科書として適切
であるかどうか諮問をする｡諮問に基づき④審議会における審査が行われる。
審議会は教科ごとに１０の部会に分かれそれぞれの教科における審査基準に従
って審査がなされる。ここでは,専門委員による専門事項の調査も行われる。
審査の後,⑤適否判定,⑥文部科学大臣への答申,⑦答申に基づき文部科学大
臣による合否決定,⑧その旨を申請者へ通知,という手Ⅱ|頁で行われる｡最終的
に,検定合格となった教科書の申請者は完成した図書見本(教科書)を作成し，
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文部科学大臣に提出しなければならない。
審議会における審査基準は，学校教育法における教育の目的を達成するた
めに同法20条によって文部科学大臣が定めた事項による。学校教育施行規則
25条は「教育課程の基準として文部科学大臣が別に公示する小学校学習指導
要領によるものとする」として，「学習指導要領」にその基準を求めている。
（２）教科書への掲載
公表された著作物は学校教育の目的上必要と認められる限度で，教科書へ
の掲載が認められる（33条１項)。その中に掲載される著作物の種類に制限
はないが，公表された著作物であり，なおかつ学校教育の目的上必要と認め
られなければならない。学校教育の目的上必要とは，先に示した学習指導要
領に基づいて学校教育の目的達成に有効かつ適切な範囲での利用のことであ
る。その範囲に属するかどうかの判断は，教科書の編著者（利用者）の主観
的な判断ではなく，客観的に判断されなければならない。これら一連の判断
は，教科書検定を実施する者（審議会の審査官）の判断となる。著作物利用
の具体的態様は教科や著作物自体の性質によって異なる。例えば，国語の教
科書に詩・短歌・俳句を利用する場合には全部掲載を，長編小説はその一部
の掲載を行うことが可能であり，美術の教科書には絵画の全部掲載をすると
いった具合である。掲載にあたって，原作品をそのまま複製して利用するの
みではなく，翻訳・編曲・変形・翻案をして掲載することも認められる（４３
条１項)。利用に際しては，用字または用語の変更その他の変更で，学校教
育の目的上やむを得ないと認められる改変も認められる（20条２項１号)。
旧仮名遣いや常用漢字外で表現されている著作物の一部あるいは全部を現代
仮名遣いあるいは平仮名書きに改めること，道徳教育の観点から問題となる
表現を他の表現に置き換えることなどである。しかし，このような改変はあ
くまでも，例外的で，改変される著作物が他の著作物をもってしては代替で
きないものである場合に限る。
利用にあたって，利用者はその旨を「著作者」に通知する義務（通知義
118
務）が課されている（33条１項)。通知義務は，著作者に対してなされなけ
ればならないが，その法的性質については明確にされているとは言えない。
利用される著作物は，２０条２項１号所定のやむを得ない改変を受ける可能性
があることを考慮して，著作者に著作者人格権行使の機会を与えるために生
じる義務である，とされる。また，通知義務の履行時期については明確にさ
れていないが，このような趣旨からは検定前に行うべきである。なお，何ら
の改変を行わない場合であっても，事前の通知をしておくべきである。この
義務は，著作者人格権に基づくもので，著作者の死亡後に遺族に対してこの
義務を履行する必要はない。
高等学校の通信教育用学習図書と教科書に係る学習指導書についても教科
用図書等と同様に自由利用が認められる（４項による１項の準用)。前者は
通信制高等学校の学習者（生徒）の理解を助ける手段として用いられるもの
で，後者は教育を行う者（教師）の教育現場での便宜上必要とされるもので
ある。いずれも，教科書会社自身が発行するものに限られる。これらの著作
物は，本来営利性を目的とせずに，限られた範囲内において頒布されること
から１項の準用が認められる。
（３）学校教育番組の放送等による利用
公表された著作物は，学校教育の目的上必要と認められる範囲で，学校向
け放送番組または有線放送番組において放送または有線放送することができ
る。また，その放送番組用教材に掲載することもできる（34条１項)。この
場合も，教科書への利用と同様，著作者への通知義務と著作権者への補償金
支払義務（２項）及び出所明示義務（48条１項２号）が発生する。
学校内における授業の理解を補助するために必要とされるものが学校向け
放送・有線放送番組で，学校教育番組とよばれる。この番組は，教育番組
(放送法２条５項）の中でも，学習指導要領に準拠した番組のことである
(同法３条の２第３項)。放送番組用教材とは，当該放送番組の視聴目的のた
めに作られたテキストのことである。学校教育番組あるいは放送番組用教材
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の中に，公表された著作物を自由に利用することができる。利用することが
できる著作物については教科書と同様に制限はない。学校の授業を補助する
という目的から考えると，教科書に掲載されたのと同じ著作物を取り上げる
場合はもちろん，関連する著作物を利用することも可能である。学校教育番
組には，教科書とは異なり検定を経る必要がないため，利用の適切さの判断
は利用者側に委ねられる。また，必要に応じて，２０条２項１号の改変や翻案
等を行ったうえで利用することもできる。利用者とは，放送・有線放送事業
者のことであるが，ＮＨＫに限らず民間の放送事業者・有線放送事業者であ
ってもかまわない。
利用者に求められる義務は基本的に教科書の場合と同様である。補償金支
払義務の額については，「相当な額」と規定されるのみで，最終的には利用
者側の判断で決定される。３３条の「相当な額」よりは高く，「通常の使用料
相当額」よりは低いと言われている。なお，放送番組用教材を作成する場合
に，放送・有線放送事業者が必ずしも作成しなければならないかは明らかで
はないが，他に作成を依頼した場合であっても，放送・有線放送事業者に著
作者への通知義務等があろう。
３教育目的に関する裁判例
教科書を発行する出版者を含む多くの出版者が，教科書とは別個に，通常
の学習・理解を助けるために33条４項にいうところの指導書には含まれない
いわゆる補助教材が発行されている。これらには，学校教育法21条２項にお
いて「教科用図書以外の図書その他の教材で，有益適切なもの」として各教
育委員会が学校納入用教材として決定するものと，それとは別に単純に教科
（６）
書に準拠した市販のものと|こ分かれる。
教科書への著作物の利用については，後述するところではあるが，被利用
著作物の著作者が制度的なものに異議を挟むことはほとんど不可能であるこ
とから33条が問題として表われることはほとんどなく，具体的な著作物利用
の実態については補助教材を巡る争いの中からしか読み取ることはできない。
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近時，特に小説家が教材出版会社に対して権利主張を行うケースが増加し
（７）
て，法廷での争いへと発展している。
（８）
（１）東京地裁平成１４年１２月１３曰半Ⅲ決
原告が著作者である著作物（以下，「本件著作物」という｡）は，小学校用
国語科検定教科書及び中学校用国語科検定教科書（以下，「教科書」とい
う｡）に使用されている。被告会社は，教科書に準拠した書籍（以下，「本件
書籍」という｡）を印刷，出版していた。かかる行為が，原告に無断で行わ
れていることを理由に，原告は被告会社に対して，複製権侵害と著作者人格
権に基づいて損害賠償を請求した事案である。本件書籍は，いわゆる問題集
として，教科書に掲載されている教材に基づいて児童，生徒が教科書掲載の
内容について理解度を確かめるために用いるものである。
本件書籍における本件著作物の利用形態は，見開き頁において教科書掲載
の単元が特定され，次ぎに，「次の文章を読んで，あとの問いに答えなさ
い｡」との指示の後に，見開きページ上段のほぼ全面又は上段ほぼ全面から
下段右側部分にかけて，罫線によって四角で囲まれた中に本件著作物は掲載
されている。これらへの掲載行数は，１０行以上である。本件書籍は教科書記
載の本件著作物について登場人物の心理等を理解しているかどうかを試すた
めに作成されているため，囲まれた中に掲載されている部分だけでも充分に，
情景や登場人物の言動，その心理等を理解できる。本件著作物には，①その
一部に番号とともに傍線が付され，②その一部の語句の代わりに番号や記号
を付した四角が挿入され，③各行の下に番号が付されるなど，著作物中の部
分を特定するための表記がほどこされている。
本件書籍には，見開き頁下段のほぼ全面又は下段左側部分に，２個ないし
９個の選択式又は記述式の問題が設けられており，これらは，前記のように
特定された著作物の部分や掲載された著作物全体についての読解力を問うも
のである。
被告会社は，①複製権侵害に対しては32条の「引用」に該当し，②著作者
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人格権のうち同一性保持権の侵害については，本件著作物は20条２項１号に
よって改変されているが本件書籍は同号に該当するものではないことを認め
た上で，同項４号の「やむを得ないと認められる改変」に当たると主張した。
同号の改変行為を主張した理由を，本件書籍の家庭内学習用教材としての重
要性と必要性に求めている。さらに，編集された教科書に準拠して本件書籍
が創作されたのであり，本件著作物を原著作物として直接に引用していない
ことから，同一性保持権侵害そのものがないとも主張した。
東京地裁は，引用にあたるとする被告会社の主張に対して，「本件書籍の
設問は，本件著作物に表現された思想，感情等の理解を問うものであって，
設問の設定，配列等に被告会社の創意工夫があるとしても，それは，児童な
いし生徒に本件著作物をいかに正確に読みとらせ，また，それをいかに的確
に理解させるかという点にあり，本件著作物の創作性を度外視してはあり得
ないものである。そして，このことに，上記認定の本件書籍における本件著
作物の掲載態様を総合すると，引用される側の著作物である本件著作物が
『従』であり，引用する側の著作物である本件書籍が「主』であるという関
係が存するということはできない」として，３２条１項にいう「引用」に当た
らないと判断した。
また，同一性保持権については，「著作権法20条２項１号は，学校教育の
目的上やむを得ない改変を認めているが，本件書籍が同号の『第33条第１項
(同条第４項において準用する場合を含む｡）又は第３4条第１項の規定により
著作物を利用する場合』に当たらないことは明らかであり，同号に該当する
教科書に準拠した教材であるからといって，教科書に当たらないものについ
て，同号により改変が適法になるものということはできない。
また，著作権法20条２項４号は，同一性保持権による著作者の人格的利益
の保護を例外的に制限する規定であり，かつ，同じく改変が許される例外的
場合として同項１号ないし３号の規定が存することからすると，同項４号に
いう『やむを得ないと認められる改変」に該当するというためには，著作物
の性質，利用の目的及び態様に照らし，当該著作物の改変につき，同項１号
1２２
ないし３号に掲げられた例外的場合と同程度の必要’性が存在することを要す
る」としてうえで，「本件書籍は同項１号で定める場合には当たらず，同項
１号で定める場合と同程度の必要I性が存在すると認めることもできないし，
その他被告会社主張の事I情をもってしても，本件書籍の発行に当たり本件著
作物に改変を加えるにつき，上記のような必要性が存在すると認めることは
できない。したがって，著作権法20条２項４号が定める『やむを得ないと認
められる改変」に該当するとは認められない」として，同一性保持権の侵害
を認めている。
本件書籍が，本件著作物を原物としてではなく，２０条２項１号によって改
変された後の教科書から引用して利用している点については，「教科書に準
拠して改変したとしても，（原著作物が）結果的に改変されている以上，同
一性保持権侵害に当たる」（括弧内筆者）と被告会社の主張を退けている。
この事件の判決では，被告会社の出版物自体が，編集著作物として成立す
る可能性を残しつつも，原告に無許諾の行為である点から，原告の主張を全
て認めている。
（９）
（２）東京地裁平成15年３月28日半||決
原告は，アメリカ合衆国の国籍を有した画家であるＡにより設立された財
団である。Ａは，本件著作物（童話と挿し絵）を創作し，著作権を有してい
たが，原告に本件著作物の著作権を承継させた。本件著作物は，甲発行の小
学校１年生用国語科検定教科書（以下，「教科書」という｡）に掲載されてい
る。
被告会社は，教科書に準拠した国語テスト（以下「本件国語テスト」とい
う｡）を印刷，出版，販売している。
原告は，本件著作物を掲載した本件国語テストの被告会社による無断での
印刷，出版，販売行為が，本件著作物に対する原告の複製権，著作者人格権
を侵害すると主張し，同権利に基づき本件国語テストの印刷，出版，販売及
び頒布の差止め，複製権侵害を理由とする損害賠償等を求めた事例である。
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被告会社制作にかかる国語テストは，(1)に示された事例とは異なり，一般
に市販されているものではなく，学校納入用のテストである。学校納入用の
テストは，小学校において教科書とともに使用することができるとされてい
る「教科用図書以外の図書その他の教材で，有益適切なもの」（学校教育法
21条２項）として用いられているものの一つである。具体的な採用過程は各
小学校ごとに設けられる教材採択委員会等において，特定の制作会社が制作
したものが採択され，地方教育行政の組織及び運営に関する法律33条１項に
基づいて制定された各教育委員会規則（学校管理規則）に従い，学校長から
教育委員会に対して届出がされたうえ，購入，使用される。購入代金は，児
童の保護者又は行政が負担する。
本件国語テストは，国語教科書の各単元に対応して１回分（それ以外に，
各学期の「まとめのテスト」がある｡)，通常，各学期に６～８回，これを用
いてテストを実施できるように制作されている。各回ごとに，児童数に余部
１，２部を加えた部数がまとめられ，学期の初めに，その学期で実施される
分を各教師に届けるシステムになっている。
本件は，①被告会社が，本件著作物を本件国語テストに掲載することが，
著作権法32条１項にいう「引用」に当たるか，②被告会社が，本件著作物を
本件国語テストに掲載することが，著作権法36条１項にいう「試験問題」と
しての複製に当たるか，③著作者人格権の侵害が有ったか，④原告は被告に
対し本件著作物の利用を許諾したか，が主たる争点となった。
「引用」に当たるかという①の争点については，「本件国語テストの設問部
分には，本件著作物からの本件国語テストに収録する部分の選定，設問部分
における問題の設定及び解答の形式の選択，その配列，問題数の選択等に，
被告会社の創意工夫があることが認められる｡」と設問部分の著作物性を認
定した上で，引用の要件である主従関係については次の通り判断した。まず，
被告会社が，引用にあたるかどうかを判断するにあたっては，引用部分にお
ける引用される著作物の創作性には関係ないと主張に対しては，「読みとら
せ，理解させる対象は，内容それ自体のみならず，表現を含むものであるか
1２４
ら，本件国語テストは，本件各著作物の著作物としての創作性を度外視して
はあり得ない」と，本件国語テストが，「正確に読みとっているか，的確に
理解しているかを評価測定する」ことに主眼があるとの主張に対しては，
｢評価測定するという目的を有するものと認められるが，それとともに，児
童に解答をするに当たって考えさせたり，採点返却すること等を通じて，児
童に本件各著作物についての理解を深めさせるという目的を有するもの」と，
いずれも退けた上で，「これらの設問は，本件著作物に表現された思想，感
'情等の理解を問うものであって，上記問題の設定，配列等における被告会社
の創意工夫も，児童に本件著作物をいかに正確に読みとらせ，それをいかに
的確に理解させるかということにあり，本件著作物の著作物としての創作性
を度外視してはあり得ないもので｣，「本件国語テストにおける本件各著作物
とそれ以外の部分の量的な割合等を総合すると，引用される側の著作物であ
る本件各著作物が『従』であり，引用する側の著作物である本件国語テスト
が「主』であるという関係が存するということはできない」とした。
また，３６条1項の「試験又は検定の問題」にあたるとする被告会社の主張
については，同項は，「公正な実施のために，試験，検定の問題として利用
する著作物が何であるかということ目体を秘密にする必要性があり，それ故
に当該著作物の複製について，あらかじめ著作権者の許諾を受けることが困
難であるような試験，検定をいうもの」と，秘密'性及び事前許諾の困難性が
要件であることを確認した上で，本件国語テストについては，「教科書に掲
載されている本件著作物が本件国語テストに利用されることは，当然のこと
として予測されるものであるから，本件国語テストについて，いかなる著作
物を利用するかということについての秘密性は存在せず，そうすると，その
ような秘密'性の故に，著作物の複製について，あらかじめ著作権者の許諾を
受けることが困難であるような事‘情が存在するということもでき」ず，被告
会社が，本件著作物を本件国語テストに複製することは，３６条１項所定の
｢試験又は検定の問題」としての複製には当たらないと判断した。
著作者人格権侵害については，「著作者の一身に専属し，譲渡することが
著作物の教育目的のための利用と制限（五味）１２５
できないから，原告が著作者人格権の主体となることはない」として，原告
の当事者適格を否定した。
４人格的利益の確保について
教育目的の利用の場合には，著作者への通知義務（(33条２項）以下，「通
（10）
知義務」という）と出所表示義務（48条）が人格的fII益を確保するために設
けられた義務とされる。以下，それぞれについて検討を加える。
通知義務は，現行法の立案者，加戸守行氏によれば，「第22条第２項第１
号で説明しましたように教科書に掲載する場合には用字・用語の変更等が行
えますから著作物の内容がある程度変更されることが予測され，変更の仕方
いかんによっては，同一性保持権侵害の問題が出る可能性もありますので，
著作者に著作者人格権行使のチャンスを与える趣旨をもって規定したのであ
ります。したがって，その趣旨からすれば，事前，とりわけ検定申請前であ
ることが望ましいわけでありまして，全く著作者人格権の問題がないと思う
場合には事後でも差し支えありません｡」とされる。さらには，「著作物掲載
の前提条件ではありません。したがって，通知をしなかった，ことによって，
（１１）
教科書への掲載ｶｺﾞ著作権侵害になるわけではありません。」とされる。
しかしながら，このような考え方については，田村善之教授は，「著作者
に通知しなかったからといって，著作者人格権に何ら関わりない著作権者に
侵害の責任を追及される謂われはない。通知義務に違反しても33条１項，３
項，３４条１項の適用がなくなるわけではない」とした述べた上で，「何らの
サンクションもないとすると，単なる訓示規定に堕することになり，通知義
務を定めた法の趣旨が活かされない。通知されなかったために生じた`債`慨等
（１２）
の精神的苦痛に対して，著作者Iこ慰謝料請求権が発生する」としている。
通知義務は，３３条１項の場合の他に，出版権の設定された著作物を出版権
者が改めて複製する場合にも要求される。８２条２項は，「そのつど，あらか
じめ著作者にその旨を通知しなければならない」として，出版権者に通知義
務を課している。同条１項が，出版権者は前回の印刷行為から一定の間隔を
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置いて「あらためて複製」行為に至る場合に，「正当な範囲内において，そ
の著作物に修正又は増減を加えることができる」としている。１項は「同一
,性保持権と裏腹の関係にある積極的内容変更権ともいうべき一種の人格的利
益を担保する」規定と位置付けられている。２項は「著作者が修正・増減権
を行使する機会を知らなければ第１項の規定が空文化するおそれがあること
に基づく規定」で，「著作者に著作物の修正・増減を行う意思があるかどう
（13）
かを事前に確認する義務」とされる。著作者に積極的な修正・士曽減権が与え
られているとはいっても，版組みの変更を伴わない重版等の場合には単純な
誤植訂正や新しいデータへの機械的差し替え，著作者にとっての致命的とも
言える論理訂正といった範囲に限定され，改訂版等の場合には，それ以上の
大幅な変更を可能とする権利とされる。その具体的判断は，出版者の経済的
（14）
負担，出版界の信義誠実の原Hllに左右される。
８２条の通知義務は，３３条のそれとは通知の時期や確保せられる人格的利益
に条文上相違がある。８２条は，一旦，２０条２項４号によってクリアされた改
変が，再版等の際にも再び同号による改変が可能かという問題へも繋がる。
再版等においてはもはや，同号の適用による「やむを得ない改変」がないこ
とを前提に，８２条１項が改めて，出版者に一種の内容変更権を与えたと解す
（15）
ることができよう。再版等までの問に起こった様々な事’情に対応するために，
再び発生した「やむを得ない」事'情に対処するために，明文上の規定をおい
たと解することが素直な解釈である。それゆえに，出版者には，２０条２項４
号を超える修正・増減を認めるものではないが，著作者には積極的に認めて
いく，まさに，「積極的内容変更権」を付与する通知義務である。換言すれ
ば，１項が，２０条２項４号に限定されるものであれば，２項の通知義務の規
定は意味をなさないが，それを越える権利を著作者に与えるところに規定の
存在意義があると解する。しかし，２項の通知義務に反して，非通知の場合
における義務者の責任については，やはり明確にされていない。
３３条と82条には，出版過程に基づく共通点が存在する。教科書を編集する
段階においては，２０条２項１号の規定が作用するとしても，その後，検定過
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程において，再修正が必要とされる場合がある。このような事態に対しては
もはや，同号ではなく，何らかの変更権を著作者に付与する機会を与える必
要も出てこよう。それゆえ，８２条の通知義務と同様に，改変の機会を与える
権利として，同程度の義務を課してもよいと考えられよう。その意味でも，
非通知の場合には，慰謝料請求権を認めることが適切と考える。
出所明示義務も要求される。掲載された著作物の題号及び著作者名を表示
する義務で，これは，他の自由利用にも認められるが，氏名表示権を確保す
るためのものとして扱われる。出所明示義務の違反は122条にて罰則規定が
あるが，教科書においては，検定を経たうえで使用される，言い方を変える
と，世に現れるという性質上，同条が適用される余地はほとんどない。
５財産的利益の確保について
財産的利益を確保するためには，補償金の支払い義務が課されている。
教育目的で利用される場合であっても，著作物の利用によって，著作権者
が被る財産的損失を補うために，３３条，３４条で補償金支払いが義務づけられ
ている。通知義務とは異なり，著作権者に対する義務である。具体的な額に
関しては，教科書への掲載が国家的事業による利用であることから，文化庁
（１６）
長官ｶｺﾞ著作権審議会に諮問して決定された額（71条）となる。学校教育番組
の放送等における利用に関しては，「相当な額」として規定するのみで，具
体的には，放送局側が決定するとされる。ここで，文化庁長官が関与する手
続が省かれて放送局側に一任されているのは，「教育番組を提供する放送事
業者，有線放送事業者の数が限られており，しかも，他の番組を作成する際
に多くの著作権の処理業務に関わっていると推察されることから，当事者の
（１７）
協議に委ねておいても，円滑な処理力i期待できる」からと考えられている。
額についての争いが起こった場合に，前者においては訴えをもって争うこと
が極めて困難なのに比して，後者には当事者訴訟を認めている。
そもそも，権利制限規定において権利行使の制限を受けるのは著作財産権
に限定される（50条)。教育目的で利用される著作物の利用については，公
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共性に鑑みて制限されることになるが，３３条，３４条においては，補償金支払
いが義務とされている。
権利制限規定の立法主義には，わが国におけるように個別的に制限規定を
設けるという考え方と，英米法系の国におけるような一般的な制限法理を用
いるという考え方がある。1996年採択のＷＩＰＯ著作権条約第10条は「著作
物の通常の利用を妨げず，かつ，著作者の正当な利益を不当に害しない特別
な場合には｣，著作者に与えられる権利の制限を国内法令において定めるこ
とができるとして，①著作物の通常の利用を妨げない，②権利者の利益を不
当に害しない，③特別な場合に権利制限が可能である。これら三つの要件は，
いわゆる’３－Step-Testといわれる基準である。次ぎに教育目的について
この三つの要件を再考する。
①著作物の通常の利用を妨げないということは，「著作物等が利用許諾等
を介し複製，送信等の利用がなされ，市場においても流通の経路ができてい
るところへ，権利制限の結果として，無許諾で利用されたものが競合的に介
（18）
入しているか」という点の半１１断になる。教科書に禾'1用される著作物は，「公
表された著作物」であることから，既に別の形態で市場に流通している著作
物を利用することになる点では，形式的には競合的と捉えることが可能とな
る。教科書の無償配布制度との絡みもあるが，いまある短編小説が完全な形
で収録されている国語教科書があった場合，その短編小説を読むために，教
科書を買い求めることはほとんどなく，また，求めたとしても，教科書を扱
（１９）
う店舗も限られていることから，教科書を買うことには困難ｶｺﾞ生じる。
②権利者の利益を不当に害しないということは，「権利の制限が権利者の
利益にある程度の影響を与えることは必然であるとしても，その域を超え，
権利者の利益が不当に害されることになるか否か」の判断で，「権利の制限
（20）
が権利者の利益と特Bllの場合における利用の間を調整しようとするもの」と
される。その際において権利者といえども，ある程度の不利益は受忍しなけ
ればならない。
③特別な場合については，教育目的のように制定法に定めのある場合を想
著作物の教育目的のための利用と制限（五味）１２９
（21）
定する。著作権者の禾１１益と公共教育という目的の調整を図ろうとして，補償
金支払い義務でバランスをとっている。
しかしながら，教科書に著作物を利用することによる影響はいくつかの方
面へと波及する。その一つは，前記裁判例が示すように補助教材による市場
の拡大にある。もう一つは，教育機関における利用の問題である。この二点
は密接不可分の関係にある。副教材や学校納入用テストが33条に該当しない
ことについては議論の余地はない。しかし，教科書に採用された著作物を利
用して作成されるこれらの教材が，市場に与える影響を無視すべきではない。
特に，学校納入用テストに至っては，ほとんど全ての学校において採用し利
用されているもので，教科書の数だけテストが市場に出回ると言える。また，
市販の問題集については，教科書準拠のものとそうでないものが存在するが，
曰々の学習及び理解度のチェックとして手軽に利用できるのは，準拠のもの
と言うことになる。このような市場の事情も，著作者が近時権利主張を強く
行うことになってきた背景とも言える。もちろん，本来習熟度を試すテスト
は授業を行う個々の教科担当が作成し，実施することが最も理想とされるの
であろうが，特に，担任が複数教科を教える形態である小学校の場合には，
作成自体に多大な労力が必要となる。その様な場合に備えるためにも学校納
入用テストは存在する。あえて教科担当が作成すれば，３５条によって権利行
使が制限される。教科書に準拠した問題集を発行する場合に，著作権者が許
諾を与えれば当然，出版社は合法な複製行為を行いうる。しかし，それを認
めないと，教育機関が権利制限規定に基づいて無許諾利用を行うという循環
を引き起こす。
６おわりに
以上，教育目的による著作物利用の制限について種々議論してきた。わが
国における教科書は，検定という制度によって支えられてきている。また，
この制度は，国民全体の知的水準を等しく全般にわたって上げて行こうとす
るものの一環と位置付けられる。このことが，一つの教科書のもつ経済的な
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波及効果を大きくしていることを再度認識しなければならないときに来てい
る。著作権法においてこの問題を解決するには，権利制限規定の見直しと，
教科書検定制度との調和によってなし得るように思われる。
教科書検定制度の調和については，著作者に対する通知義務を検定の要件
の中に組み込む，という立法上の措置である。著作権法33条は，教育目的で
著作物を自由に利用できることを認める根拠条文になっているに過ぎず，具
体的適否の判断は文部科学省にある以上，教科書への掲載を著作者へ通知し
た旨の通知済み書の提出を検定通過の要件とする必要があろう。この通知義
務は人格的利益を守ることから生じる義務であること，教科書発行会社が出
版者であることから，著作者に対して82条同様の修正・増減の機会を与える
ものと考えることが出来よう。このことは同時に，著作者自身に教科書用へ
自らの著作物を改変させる機会を与えることにもなる。このように，教科書
編纂過程に，著作者の関与を加味することは，次の財産的利益保護の面から
も是認されよう。
財産的利益の保護については，教科によっては，教科書掲載の著作物が，
ほぼ必然的に補助教材へ利用がなされること（学校納入用テストのような
類）に鑑みて，政策上は補償金額を引き揚げることも必要となるであろう。
もちろん，このことが著作権者に補助教材への利用について同意を与えると
の趣旨ではない。その一方で，既に必要不可欠なものと言っても過言ではな
いものについては，円滑な権利処理の必要性も求められる。教科書に掲載さ
れた著作物の著作権者による集中処理機関のようなもので権利処理を行う，
あるいは，教科書発行会社が委託を受けて権利処理できる制度が望ましいと
思われる。
以上，教育目的の利用に関する権利制限規定について，私見を述べた。未
だ，議論の尽くされていないところ，また，後日に詳細を譲ったところもあ
るが，今までの研究成果について大方のご批判を賜われれば，幸いである。
（１）平成15年６月19日の「著作権法の一部を改正する法律」によると，学校教育
著作物の教育目的のための利用と制限（五味）１３１
機関において授業を受ける者が，授業の過程において著作物を使用する場合にも，
著作物の複製等を行って利用できる等の法改正がなされた。これに基づく改正著
作権法は，平成16年１月１日より施行（以下，「16年改正法」という｡）される。
（２）３３条１項は，教科用図書として，「小学校，中学校，高等学校又は中等教育学
校その他これらに準する学校における教育の用に共される児童用又は生徒用図書
であって，文部科学大臣の検定を経たもの」と「文部科学省が著作の名義を有す
るもの」とする。
１６年改正法では，
３３条の２教科用図書に掲載された著作物は，弱視の児童又は生徒の学習の用
に供するため，当該教科用図書に用いられている文字，図形等を拡大して複製す
ることができる。
２前項の規定により文字，図形等を拡大して複製する教科用の図書（当該教
科用図書に掲載された著作物の全部又は相当部分を複製するものに限る。以下こ
の項において「教科用拡大図書」という｡）を作成しようとする者は，あらかじめ
当該教科用図書を発行する者にその旨を通知するとともに，営利を目的として当
該教科用拡大図書を頒布する場合にあっては，前条第２項に規定する補償金の額
に準じて文化庁長官が毎年定める額の補償金を当該著作物の著作権者に支払わな
ければならない。
３文化庁長官は，前項の定めをしたときは，これを官報で告示する。
と規定されている。
本稿においては，１６年改正法を含めて，一括して「教科書」として表記する。
著作権法上，文部科学省が著作名義を有するものの場合，法人著作との問題も発
生しようが，その点については別稿に譲るとして，本稿では専ら，民間で著作・
編集された図書としての教科書を扱う。
（３）以下，本稿においては，便宜上，小学校教科書として表現するが，教科や修
得内容に差異こそあれ，学校教育法が一括して扱っていることなどから，中学校
等での教科書として読み替えても問題はない。
（４）文部科学省ＨＰによる。
（５）教科書検定制度自体には様々な問題が提起されることがある。家永教科書裁
判をはじめ，法律問題に限らず，政治問題に発展することも希ではない。これら
の事項について論ずるのは，本稿の趣旨に反するので言及はしない。また，教育
に関する取り組みは，国家体制とも密接な関係にあることから，比較法的な視点
での考察を行うことにも危険が伴う。例えば，わが国のように民間による教科書
発行で検定制度をとっている国としては，ドイツ，ノルウェーなどが挙げられる。
イギリスやアメリカ合衆国（州によって差はあるが）では検定制度自体が存在し
ない。共産圏においては，中華人民共和国が国家による教科書発行を中心として
いたのが，1980年代に入って地方，個人による教科書発行が可能となったことか
ら，教科書への検定が行われるようにもなった（教科書研究センター調査報告書
より)。
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（６）「副教材」等と表現されることもあろうが，「補助教材」との表現を採った。
一口に，学校納入書籍といっても，全てが学校教育法21条２項にいうところの補
助教材ではない。特に，高等学校あるいは私立の教育機関の場合には，担当教師
が生徒の習熟度によって積極的に一般の教材等を採用することもあろうし，出版
社が学校納品用に一般書籍を変更しているようなものも存在する。また，各教科
における習熟度を確認するためのテストについても，同項の適用がある。
（７）平成14年12月２日には，著作権侵害を主導したとして，作家（著作者）が教
材出版社が加盟する「日本図書教材協会」に対して損害賠償の訴えを起こしてい
る（平成14年12月３日付毎日新聞等)。原告は，「独自のルールを作って，加盟社
に作者の承諾を得る必要がないと説明し，著作権侵害を主導した｡」と指摘して提
訴に踏み切っている。協会は，平成15年３月28日判決で明らかになった教科書出
版社に対して補助教材出版社が一定の報酬金を支払っていた業界`慣行の扇動とし
て同協会を訴えたものと思われる。
（８）判例集未掲載。最高裁判所ＨＰ，知的財産権裁判例による。なお，本件より以
前に，平成12年９月11日には，東京高等裁判所で，国語テストについて本件原告
を中心とした作家によって頒布等の差止について仮処分申請がなされ，認められ
ている（拙著，判例紹介「小学校教科書準拠テストと著作権法36条１項」「コピラ
イト」４０巻476号36頁以下参照｡)。また，同年７月には，教科書の著作者から使用
許諾の権利を譲渡されたとする日本ビジュアル著作権協会が教材出版社を訴えた
が，当事者能力無しとして敗訴している。
（９）判例集未掲載。最高裁判所ＨＰ，知的財産権裁判例による。
(10）１６年改正法によると，教科用拡大図書については，原著作者への通知ではな
く，事前に「教科用図書を発行する者」に通知することとを義務づけている（注
２参照)。教科書そのものを拡大して使う行為をのみ明言し，営利を目的として教
科用拡大図書を頒布する場合は著作権者への補償金支払義務を要求していること
から，基本的にはボランティア活動を想定している。通知義務の明確な根拠は明
らかではない。教科書自体を編集著作物として考えているとも読める条文である。
(11）加戸守行『著作権法逐条講義（三訂新版)」著作権1情報センター，2000年，
240頁。
(12）田村善之『著作権法概説第２版』有斐閣，2001年，249-250頁。
(13）加戸・前掲書，431-432頁。
(14）前掲書，431頁参照。
(15）権利消尽という考え方があるが，専ら財産権について発展したもので，同一
性保持権の消尽ということではない。あくまでも，「やむを得ない」ような事情は
何回もあってはならない，という意味である。
(16）補償金の額について争いがある場合（額の増減を要求する場合）には，一般
には，７２条によって，当事者訴訟とする旨が規定されている。これは，通常の補
償金額が，直接当事者間の利害に関するものによるからである。しかし，教科書
等掲載の補償金額は，個別的なケースによる額の決定ではなく，一般的な料金設
著作物の教育目的のための利用と制限（五味）１３３
定であることから，文化庁長官に対する行政不服審査法による異議申立又は行政
事件訴訟法による取消訴訟で補償金額の定めを取り消し，再度それに代わる補償
金額を決めてもらうことになる。
(17）田村・前掲書，248-249頁。
(18）斉藤博『著作権法」有斐閣，2000年，215頁。
(19）この他に競合の起こる可能性として利用する年代層の問題を取り上げること
もできようが，教科書に関する限りでは，できる限り教科書該当学年にあったも
のを選ぶような編集が行われていることもあり，「教科書で読んだから，市販の同
一小説はもう読まない｡」という競合の仕方は，皆無とは言い切れないであろう。
(20）斉藤・前掲書，216頁。
(21）前掲書，216頁。
